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日本のインド太平洋戦略
日本の地経学戦略にとってのインド太平洋

• 中国と競争しながら協力する場（Hosoya ２０２１）

• 中国に対抗し、日本の主導権の下、自由主義の経済
秩序を維持・促進（Koga 2020；Satake＆Sahashi
2021）

• コアリション（スミス 2021）及び集団経済安全保障（寺
田＆大崎2022）を構築する場

• 地域の国際政治経済環境

• 米中対立：ディカプリング、経済安全保障

• 両大国対立下の日本の位置づけ

• メガ自由貿易協定を始めとする多様な経済イニシア
ティブ
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インド太平洋の位置づけ

Source: Sherillyn Raga, ODI (2022) 
https://odi.org/en/insights/how-southeast-asia-will-benefit-from-the-indo-pacific-economic-framework/                                

地経学
地経学とは

• 冷戦後、「対立の論理を通商の法則で分析」（Luttwak 1990）

• エコノミック・ステートクラフト （Baldwin 1985/2020）：金融
（Armijo ＆Katada2015）通貨（Kirshner 1997；Cohen 2018）

• 「戦争の代替手段」（Ｂｌａｃｋｗｉｌｌ ＆Ｈａｒｒｉｓ 2016）

• フィンランド・スクール：地理的に定義された経済相互依存や
連結性が経済的手段と軍事的手段の代替を可能にする
（寺田・大崎2022：Mattlin & Wigell 2016：Vilma 2018）

• 経済相互依存の武器化（Farrell ＆Newman2019）と経済制裁
（Drezner 1999）

• 国際ルールと秩序をめぐる戦場（船橋2020）

→ 国家（政府）と企業の経済行動との関係が重要
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日本の地経学戦略の変遷

1990年代よりの四半世紀

• 二国間からミニラテラル（地
域主義）へ

• インフォーマルからフォーマ
ルへ

• 新重商主義からリベラルな国
際基準の追求へ

→ 国家主導のリベラルな地
域戦略

日本語版日経新聞出版より
2022年6月出版（三浦秀之訳）

5

米中経済対立と地経学戦略
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中国の台頭・米国の後退

世界・地域経済への難問

• 中国経済の対外影響力増大

• 経済システム・イデオロギー
の対立（ルール ｖｓパワー）

• 経済相互依存の武器化

• 米国の経済安全保障・保護
主義強化

• 地域経済制度の重層化と複
雑化

• 自由主義経済体制 やシー
レーンの安全確保などを含
む国際公共財の提供不足 世界に占めるGDPの割合：米・中・日

出典：世界銀行

地経学戦略上の米中の対立

• 米国による世界市場開放、経済安全保障とルー
ルに則った経済秩序の促進： TPP, デジタル貿
易、知的財産権の保護, および国営ビジネスや
汚職に対する規制

• 中国の国家資本主義、経済の武器化、新重商主
義： BRI, 巨大な資金力の利用、市場操作、国
営企業の優位性

8
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2020年代の国際情勢

• コロナ禍の経済混乱とナショナリズムの台頭：
財政刺激政策とインフレ、交流・流通の遮断

• デカップリングとサプライチェーンの脆弱性：
国内回帰とフレンドショーリング

• ウクライナ戦争と対ロシア経済制裁：
エネルギー及び食料危機

• 特に先進国諸国による経済安全保障政策の
強化と経済の保護主義化

米国バイデン政権 （2021－現在）
国内政治と経済安全保障

• 「インフラ投資と雇用対策法」と「インフレ削減法」

• 「アメリカ製品購入法（Buy America）」と国内回帰政策

• 「CHIPSおよび科学法」とCHIP-４同盟の形成

• 輸出・投資管理の強化、フレンドショーリング

インド太平洋経済枠組み（IPEF)

• 4分野：デジタル等の貿易強化、サプライチェーン強靭化、グリー
ンエコノミーとインフラ、及び税制・反汚職を含む公正な経済

• 市場開放はなし、TPPには戻らず、議会の採択も避ける

2024年の大統領選挙をにらんでこれからの方向性

• ねじれの議会、保護主義の強化、対中デカップリング政策
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習近平統治下の中国（2013年ー現在）

国内国際双循環経済（Dual Circulation economy)

• 2020年5月、中国共産党中央政治局常務委員会からの提示

• 第14次5か年（2021～2025）における新しい発展戦略

• 産業構造の高度化とイノベーション、グリーン経済の発展

RCEP とCPTPP

• 他国（米・日・韓）のサプライチェーン国内回帰に対応

• 対覇権国コアリション戦略と国内経済改革の梃子として

インフラ投資

• 「一帯一路」から「グローバル開発構想」へ

• 債務問題についてG20などでの交渉

日本のインド太平洋地経学戦略
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「インド太平洋」における経済構想

「自由で開かれたインド太平洋」戦略・構想・概念の
変遷

• 2002年：拡大東アジア （2005年：東アジアサミット）

• 2004年：インドネシア沖津波への対応

• 2007年：安倍首相インドでの演説

• 2016年：日本政府TICADでの「FOIP」発表

• 2019年：ブルー・ドット・ネットワーク設立

• 2019年：ASEANアウトルック（AOIP)採択

• 2021年：サプライチェーン強靭化イニシアチブ採択

インド太平洋概念の類型化 （中村２０１９）

メ
ン
バ
ー
が
包
摂
的

総合協力型
（米オバマ二期）

（日AOIP後）

安保協力型
（欧州）

総合競争型
（米バイデン政権）

（日AOIP前）

安保競争型
（米トランプ）

イシューが
限定的

イシューが
包括的

メンバーが包摂的

メンバーが排他的
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インド太平洋における日本の地経学戦略
地域貿易・経済協定

• CPTPP：英加盟。中・台他の加入申請、米は加入の見込みなし

• RCEP：インド抜きの1５か国で2022年1月に発効

• インド太平洋経済枠組み (IPEF)構築への協力

サプライチェーン

• サプライチェーン強靭化イニシアティブ（SCRI)：日印豪

• 日米協調、CoReパートナーシップ

インフラ投資

• 質の高いインフラパートナーシップ（PQI)及びG20原則

• 「インフラと投資のためのグローバルパートナーシップ（PGII)」: 
G7からの支持、ブルードットネットワークとOECD によるイニシア
ティブ
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日本企業の海外における生産比率

17

出典：内閣府

貿易大国から投資大国へ

18

出典： 経済産業省 2020年通商白書
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日本の地経学戦略の新側面

岸田首相の政策

• 「自由で開かれたインド太平洋（FOIP）」のための新た
なプラン （2023年3月20日発表）

• 「自由」、「開放性」、「多様性」、「包摂性」、「法の支配」
の尊重と国際公共財の確保

（1）「平和の原則と繁栄のルール」

（2）「インド太平洋流の課題対処」

（3）「多層的な連結性」

（4）「海」から「空」へ拡がる安全保障・安全利用の取組

• 5月にはG7広島サミットの議長国として

今後の課題

インド太平洋に対する各国の関心と日本への期待

• 国際経済ルールの形成と施行

• アジア地域のリーダーとしての役割

経済安全保障戦略と経済相互依存の両立

• ディカプリングとデリスキング

• 包括性の追及と「仲間づくり」：CPTPPの中国・台
湾の加盟申請問題、フレンドショーリングやIPEF
など

• Global Southとの関係と、質の高いインフラ投資
と債務持続性
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